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租税関係の立法化:「都市維持建設税法」と「印紙税法」の意見募集稿に関する概要分析

中国財政部、中国国家税務総局は 2018年 10月 19日に「中華人民共和国都市維持建設税法（意見募集稿）」1を、

続く 11月 1日に「中華人民共和国印紙税法（意見募集稿）」2（以下「意見募集稿」と総称）を公布し、それぞれ 2018

年 11月 19日と 11月 30日を意見受付締切日として、パブリックコメント（意見公募手続）を実施した。 

「改革の全面的深化における若干の重大な問題に関する中共中央の決定」において掲げられた「租税法律主義に徹

する」方針に従い、今回の「意見募集稿」に基づくパブリックコメント及び関連の立法手続により、30年余りの歴史を

持つ「中華人民共和国都市維持建設税暫定条例」と「中華人民共和国印紙税暫定条例」（以下「暫定条例」と総称）の

立法化が行われる。都市維持建設税（以下「城建税」）及び印紙税の課税範囲、課税ベース、減免税措置、納税義務

の発生時点、納税期限、及び申告場所などの要素を立法化し明確にするとともに法整備を行うことが、「租税法律主

義に徹する」ための重要措置として定められた。 

1. 「意見募集稿」のキーポイント

(1) 城建税 

現行の「暫定条例」と比べて、「意見募集稿」は、規範性文書によって定められた内容の一部を取り入れると同時に、

実際の状況を踏まえた上で一部条項の改正を行い、また、若干の内容に対して表現の調整を行った。一部の重要条

項に関する変化を下表にまとめた。 

「意見募集稿」 「暫定条例」 

納税者  中華人民共和国国内において、増値税と消

費税を納付する組織単位及び個人

 消費税、増値税、営業税を納付する組織単

位及び個人（注：営業税は既に廃止されて

いる 以下同様）

課税ベース  納税者が実際に納付した増値税・消費税

額、及び貨物・役務の輸出又はサービス・

無形資産のクロスボーダー売上に係る増値

税の免除・控除金額を課税ベースとする

 輸入貨物、又は国外の組織単位及び個人

による役務・サービス・無形資産の国内向

け売上に係る増値税と消費税額に対して

は、城建税を徴収しない

 増値税期末未控除仕入税額の還付を受け

ている納税者は、還付分の増値税額を城

建税の課税ベースから控除することが認め

られる

 納税者が実際に納付した消費税・増値税・

営業税額を課税ベースとする

1 2018年 10月 19日「中華人民共和国都市維持建設税法（意見募集稿）」（中国国家税務総局ウェブサイト（中国語）） 

2 2018年 11月 1日「中華人民共和国印紙税法（意見募集稿）」（中国国家税務総局ウェブサイト（中国語）） 

https://www2.deloitte.com/content/dam/Deloitte/cn/Documents/tax/ta-2018/deloitte-cn-tax-tap2832018-zh-181115.pdf
http://hd.chinatax.gov.cn/hudong/noticedetail.do?noticeid=1701565
http://hd.chinatax.gov.cn/hudong/noticedetail.do?noticeid=1701977
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 貨物・役務の輸出、サービス・無形資産の

クロスボーダー売上、租税優遇措置により

増値税・消費税の還付を受けた場合、納付

済みの城建税は還付されない 

税率  納税者の所在地が市区である場合、税率

を 7％とする 

 納税者の所在地が市区以外である場合、

税率を 5％とする 

 納税者の所在地が市区である場合、税率

を 7％とする 

 納税者の所在地が県城・鎮である場合、税

率を 5％とする 

 納税者の所在地が市区・県城・鎮以外であ

る場合、税率を 1％とする 

徴収管理と

減免税措置 

 本法と「中華人民共和国税収徴収管理法」

の関連規定に基づき、徴収管理を行う 

 免税・減税項目は、国務院が規定する 

 徴収、管理、納税、賞罰などの事項は、消

費税、増値税、営業税の関連規定に基づき

処理する 

(2) 課税ベース 

実際に納付した増値税・消費税額を課税ベースとする基本原則が踏襲されているほか、「意見募集稿」においては、

以下の内容が新たに追加された。 

「生産企業の貨物輸出につき増値税の免除・控除・還付政策を適用する場合の都市維持建設税及び教育費付加に

関する政策についての通知」（財税［2005］25号）における「輸出取引に係る増値税の免除・控除税額を課税ベース

とする」や「輸出取引の範囲を貨物の販売からサービス・無形資産のクロスボーダー売上まで拡大する」などの規定

を取り入れた。 

 「増値税期末未控除仕入税額の還付に関する都市維持建設税及び教育費付加と地方教育付加の関連政策につ

いての通知」（財税［2018］80号）の規定を取り入れ、増値税期末未控除仕入税額の還付を受けている納税者を

対象として、城建税と教育費付加の課税ベースから還付分の仕入増値税を控除することを認めた 

 （貨物、役務、サービス及び無形資産を対象とする）輸入段階の増値税と消費税の税額に対して、城建税を徴収

しないことが明確化された 

 輸出や租税優遇措置により増値税・消費税の還付を受けた場合、納付済みの城建税は還付しないことが明確化

された 

(3) 税率 

「意見募集稿」におけるもう一つの大きな変更は、「納税者の所在地が市区・県城・鎮以外である場合、税率を 1％と

する」という規定の廃止により、城建税の税率構造が 3段階から 2段階に簡素化されることである。 

1％税率を適用する企業にとって、1％税率の廃止は城建税の税負担の増加を意味する。一方、税率構造の簡素化

は、各企業の間に存在する城建税の税負担の差を縮小させることで、競争の公平性を促進することが期待される。 

(4) 減免税措置 

原則として、城建税の減免税措置が明文化されることはない。一般的に、増値税と消費税の減免を受けた場合、相

応的に城建税の減免も受けられる。それ以外の特殊な場合については、減免税の対象項目を定める権限は国務院

に帰属することが「意見募集稿」に規定された。 

(5) 印紙税 

「意見募集稿」は、現行税制の枠組と税負担の水準を現状のままに維持すると同時に、「暫定条例」と比べて、課税

対象と税率などについて適宜調整を行った。 

「意見募集稿」 「暫定条例」 

課税物件 課税ベースと税率 課税物件 課税ベースと税率 

動産売買契約書 代金の 0.03％ 売買契約書 取引額の 0.03％ 

金銭消費賃借契約書 1 借入金の 0.005％ 
金銭消費賃借契約書 借入金の 0.005％ 

ファイナンスリース契約書 リース料の 0.005％ 

賃貸契約書 賃借料の 0.1％ 財産賃貸契約書 
賃借料の 0.1％、ただし 

1元を下回らない 
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請負契約書 報酬の 0.03％ 加工請負契約書 
加工又は請負収入の

0.05％ 

建設工事契約書 代金の 0.03％ 

建設工事地質調査設計 

契約書 
費用請求額の 0.05％ 

建築据付工事請負契約書 請負額の 0.03％ 

運送契約書 2 運送費の 0.03％ 貨物運送契約書 運送費の 0.05％ 

技術契約書 
代金、報酬又は使用料の

0.03％ 
技術契約書 記載額の 0.03％ 

商品保管契約書 保管料の 0.1％ 
倉庫保管契約書 倉庫保管費の 0.1％ 

倉庫保管契約書 倉庫保管費の 0.1％ 

財産保険契約書 3 保険料の 0.1％ 財産保険契約書 保険料収入の 0.1％7 

権利譲渡文書 4 代金の 0.05％ 権利譲渡文書 記載額の 0.05％ 

権利、許可証明書 5 一件当たり 5元 権利、許可証明書 一件当たり 5元 

営業帳簿 

払込資本金（株式資本）と

資本積立金の合計額の

0.025％ 

営業帳簿 

払込資本金（株式資本）と

資本積立金の合計額の

0.025％8 

証券取引 6 取引額の 0.1％ 証券取引 取引額の 0.1％ 

注： 

1銀行業に属する金融機関と借入者の間に締結されるもの。（銀行間取引を含まない） 

2貨物運送契約書及び複合一貫輸送契約書を含む。（パイプライン輸送契約書を含まない） 

3再保険契約書を含まない。 

4土地使用権の払下げ及び譲渡文書、建物等の建築物、構築物の所有権、持分（上場企業と店頭市場登録銘柄の持分を含まな

い）、商標権、著作権，特許権、専有技術使用権の譲渡文書である。 

5不動産権利証明書、営業許可証、商標登録証、特許証書である。 

6証券取引の譲渡側に対して徴収するが、譲受側に対しては徴収しない。 

71990年 7月より、税率は保険金額の 0.003％から保険料収入の 0.1％に変更されている。 

8 2018年 5月より、0.05％税率を適用する資金帳簿に対しては印紙税を半減して徴収し、一冊当たり 5元の印紙税を徴収するそ

の他の帳簿に対しては印紙税が免除されている。 

(6) 課税物件 

 「金銭消費賃借契約書」として印紙税を徴収してきた「ファイナンスリース契約書」を、別の課税物件として区分し

た 

 「建設工事地質調査設計契約書」と「建設据付工事請負契約書」を「建設工事契約書」として統合した。契約書の

類型に関する認識の違いに起因する、適用税率関連の論争を減らすことに有効である 

 「証券取引」の範囲に預託証券を追加した。これは、ベンチャー企業による中国預託証券の発行に関する国務院

の新政策の試験導入を受けての措置である。中国預託証券とは、外国株の預託を受けて中国国内で発行し、中

国国内の証券取引所に上場する預託証券をいう。株式と同様の政策を適用することで税制の一貫性と税負担の

公平性を確保するために、預託証券を印紙税の課税対象に含めた 

(7) 税率 

 加工請負契約書、建設工事地質調査設計契約書、貨物運送契約書の適用税率を 0.05％から 0.03％に引き下

げ、納税者の税負担を軽減した 

 「2018年 5月から、資金帳簿に対して印紙税を半減して徴収し（適用税率を 0.025％に半減）、その他の帳簿に

対しては印紙税を免除する」政策を踏襲した 

 「国務院は証券取引の印紙税納税義務者を定め、税率を調整する権限を有し、全国人民代表大会常務委員会に

届け出る」ことを明確に定めた。これは、印紙税の徴収における証券取引の特殊性を考慮した措置であり、国が

株式市場の動向に合わせて税の自動調節機能を発揮させるための余地を残している 

(8) 課税ベース 

「意見募集稿」において、課税ベースが増値税を含む金額であるか否かについて、明確に規定された。原則として、

課税ベースは契約書に明記された代金又は報酬の金額であり、増値税は含まない。代金・報酬と増値税の金額が区

分記載されていない場合、その合計額を課税ベースとする。また、課税物件である契約書・権利譲渡文書において代
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金・報酬の金額が明記されていない場合、及び証券譲渡取引において譲渡価格の約定がない場合などの特殊な場

合における課税ベースの決定方法が定められた。 

(9) 減免税優遇措置 

「暫定条例」と比べて、「意見募集稿」は減免税優遇措置の適用対象となるケースをより多く定めており、政策の確実

性を向上させると同時に、民生重視の姿勢を示した。例えば、住宅に関する個人の税負担を軽減するため、課税対

象である住宅の譲渡・貸借契約書に対して、個人（個人商工業者を含まない）が納付すべき印紙税を免除する・農

民、農民専業合作社、農村集体経済組織、村民委員会が農業用生産手段を購入する際、又は自ら生産した農産品

を販売する際に締結する売買契約書と農業保険契約書に対して、印紙税を免除するなどの措置が講じられている。 

(10) 納税方式及び期限 

「意見募集稿」において、「印紙税の徴収について、従来の印紙貼付方式に代わり、申告納付の方式を採用する」こと

が規定された。これにより、「印紙を余分に貼付した場合、過大納付分の印紙税の還付・控除申請は認めない」との

従来の規定とは異なり、印紙税納付済みの課税物件について実際に受領する代金・報酬が記載額よりも少ない場

合、納税者は所轄税務当局に過大納付分の印紙税の還付を申請できるようになった。納税期限について、印紙税は

原則として四半期ごと、年ごと、又はその都度納付する必要がある。四半期ごと、年ごとに納付する場合、納税者は

四半期、年度の終了日から 15日以内に印紙税を申告・納付しなければならない。その都度納付する場合、納税者

は納税義務発生日から 15日以内に印紙税を申告・納付しなければならない。証券取引の場合、源泉徴収義務者

（証券登記決済機構）は源泉徴収した印紙税を週ごとに（毎週の終了日から 5日以内に）申告し、源泉徴収した印紙

税及びその利息を納付する必要がある。 

(11) 徴収管理 

「暫定条例」とは異なり、「意見募集稿」では、印紙税にのみ適用される具体的な罰則は設けられていないが、「納税

者、証券取引にかかる印紙税の源泉徴収義務者、税務機関及びその職員が印紙税法の規定を違反する場合、税収

徴収管理法と関連の法律法規に基づき法律責任を追及する」ことを明確化した。 

2. デロイトの考察とアドバイス 

(1) 城建税の課税ベースに関する計算ルールの整備 

「意見募集稿」に基づくパブリックコメントを経て、城建税に関する法規は、課税ベースの計算ルールを含めて立法化

される。企業はこの点について、特に留意する必要がある。実際に納付した増値税・消費税の税額を課税ベースとす

る基本原則が踏襲されているほか、「意見募集稿」では、3つの特殊な場合（輸出取引に係る増値税の免除・控除、

増値税の期末未控除仕入税額の還付、輸入段階の増値税と消費税）における課税ベースの計算方法について定め

られている。したがって、城建税の納付税額は下記の計算式を用いて算出することができる。城建税の納付税額＝

（実際に納付した増値税と消費税の合計額（輸入段階の増値税と消費税を除く）＋輸出取引にかかる増値税の免除・

控除税額－増値税の期末未控除仕入税額）×適用税率また「意見募集稿」においては、輸出や租税優遇措置により

増値税・消費税の還付を受けた場合、納付済みの城建税は還付しないことが明確化された。関係企業は、これらの

特殊な場合について把握することで、関連の税務リスクや過剰な税務コストの発生を避けることが推奨される。 

(2) 収入印紙の廃止 

印紙税という名称は、納税者が課税物件に収入印紙を貼付する形式で納税義務を履行することに由来するが、今回

公布された「意見募集稿」では、印紙税の徴収に関して従来の印紙貼付方式から申告納税方式への変更が規定され

ており、これは、収入印紙の廃止を意味する。課税物件の電子化が進む中、収入印紙の貼付は時代遅れになりつつ

あり、申告納税方式への変更は、情報化時代に適応するための措置であると同時に、徴収管理の実情により合致し

ており、徴収管理コストの低減と納税の利便性向上に有効である。 

(3) 証券取引関係の印紙税政策に変化の可能性 

株式市場が低迷する中、証券取引に対する印紙税の廃止や減税を求める意見が高まっている。過去に行われた証

券取引関係の印紙税政策の調整及びその後の株式市場の動向を見れば、株式市場は印紙税政策の調整に極めて

敏感に反応することが分かる。証券取引に関する印紙税の政策動向は常に業界の関心を集める焦点である。今回

の「意見募集稿」の規定により、証券取引に係る印紙税の税率は現行の 0.001％に維持されているが、その納税義

務者と税率を調整する権限は国務院に帰属することが明確化された。この規定は、証券取引関係の印紙税改革の

実施可能性、及び証券取引関係の印紙税政策の調整に対する市場の期待を高めるものである。総じていえば、「意

見募集稿」の公布は、城建税と印紙税に関する立法化の面での大きな前進を意味するものであり、国が租税に関す

る法制化を推進する上で、重要な意義を持つものである。納税者にとって、より具体的な政策の制定は租税政策の

確実性向上や政策面から見た税務リスクの低減に有効である一方、今後の新税法によってもたらされるコンプライア

ンスリスクについても、留意する必要が生じる。例えば、印紙税の納税方式の変更は納税者に新たなチャレンジをも

たらす可能性があり、また、印紙税の申告納付方式に基づく税制の下で、税務当局は印紙税とその他の税目との相
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互チェックを通じて租税リスク点を特定し、納税者に対してより厳格で正確な監督管理を実施することが可能となる。

これを受け、関係企業は、税務当局や専門機関との密接なコミュニケーションを保ち、法規と実務の動向に留意し、

新税法によってもたらされる潜在的な影響について積極的に分析する上で、税務コンプライアンスを確保するための

プランを早期に策定する事により、税務コストの最適化と税務リスクのコントロールに努めることが推奨される。 
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